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i-Construction
～建設現場の生産性革命～

（国土交通省 2016）
３つの視点

（1）建設現場を最先端の工場へ

（2）建設現場へ最先端のサプライチェーンマネジメントを導入

（3）建設現場の2つの「キセイ」の打破と継続的な「カイゼン」

目指すべきもの

（1）生産性の向上 （6）多様な人材の活用

（2）より創造的な業務への転換 （7）地方創成への貢献

（3）賃金水準の向上 （8）希望が持てる新たな建設現場の実現

（4）十分な休暇の取得 （9）広報戦略

（5）安全性の向上
2

衛星測位技術やICT, IoT、
ロボット技術等の活用により

現在の
技術開発・
技術導入・
の進め方で
目標は達成
できるか？

国際競争力
は高められる
か？

開発体制・
導入手法



プロトタイプシステムの開発とユースケースの提示(寄付講座の研究開発）

設計段階 施工段階 サプライチェーンインフラデータプラットフォーム 安全管理

ヤード

工事目的物の設定
(3Dモデル）

施工環境の計測

機械の動作制御

出来形の計測

機械の位置・
動作計測

高速安定通信

自律施工システム
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アナログ→デジタル
2次元→3次元

河道改修計画 橋梁耐震設計 建機自動制御 道路維持管理

インフラデータプラットフォーム
多様な大量のデータ・ファイル・情報等を

高速で自動で繋ぐ(疎結合）

データプラット
フォームは
協調領域



（出典）新デバイスを用いたコンクリート工事の検査手法と認証システムの開発：石田靖共同研究員より

検査基準をどのように作るのが
良いのか？各社の違いは？



・品質出来形の確認

・改竄有無の
確認

・改竄行為のト
レース
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出来形確認システム

・施工数量の査定

出来高確認システム

Web API

検査の合否判定 出来高率

・契約者や契約条件の
トレース

・契約履行内容のトレース

・支払金額の算出と確認

支払確認システム

既払金額

保存さ
れる情

報

基盤
システム

ブロックチェーンとスマートコントラクトを用いた公共工事の契約情報及び出来形・出来高情報管理システム
（松下文哉受託研究員）

出来形検査・出来高査定から支払い
までを全自動で可能にするシステム

建設業サプライチェーンへのブロックチェーン技術導入に伴う費用分担に関するゲーム論的考察（修士論文；後藤大輝）
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 一度プロジェクトで導入を決めたら(済), 次回プロジェクト
では即座に提携を組むことを仮定
→プロジェクト単位の導入が伝播していく

 拡散過程全体での各提携過程の生起確率を推定

加重シャープレイ値の生起確率に適用する

済未

新システムの開発運用に係る費用分担
はどうあるべきか？



i-Construction推進のための課題

1．協調領域の共同開発
(例)直轄事業用のプラットフォーム開発

2．ソフトインフラの整備
(例)データマネジメントポリシー

3．技術基準体系の再構築
(例)新技術を用いた出来形管理基準とデバイス認証

4．IT人材の活用（特に行政組織）
(例)業務発注ではなく、専門知識の導入



寄付講座の活動について（第Ⅱ期 2021.10.1～2024.9.30）

１．開発したシステムの実装に向けて

(1) 実装のための基盤システムの開発が必要

(2) 体制・しくみ構築が必要

２．生産性10倍の目標に向けて

(1) 基盤システムとシミュレーション技術等を組合せ

設計や施工のソリューション創出が必要

(2) 工場・機械(ロボット)・デバイス等の開発

(3) 新技術を活用するための制度

３．プロフェッショナル人材の育成に向けて

(1) 教科書・演習・講義体系

(2) 実務者育成の支援
102021年6月末発刊予定


